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特許情報は、企業、大学等における研究開発の成果に

係る技術情報及び権利情報であり、この特許情報を多面

的に分析することは、今後の研究開発戦略や知的財産戦

略のために有益なことである。

特許庁では、日本、米国、欧州、中国、韓国をはじ

めとして世界各国（地域）・機関での出願動向を調査し、

産業の動向及びグローバル企業の知的財産戦略の状況を

把握することを目的としたマクロ調査（特許・意匠・商標）

や、科学技術基本計画において定められた分野を中心に、

技術の発展が見込まれる分野または社会的に注目されて

いる技術分野について、技術全体を俯瞰すること及び日

本の技術・産業競争力、技術開発の進展状況・方向性を

把握することを目的とした分野別出願動向調査（特許・

意匠・商標）等の調査を実施している（図 1）。

これらの調査結果は、①産業界・学界においては、研

究開発戦略、知的財産戦略策定のため、②行政機関にお

いては、産業政策、科学技術政策策定のため、③特許庁

においては、迅速かつ的確な審査処理のための基礎資料

として、それぞれ活用されている。

本稿では、平成 22 年度に実施した特許出願動向調査

－マクロ調査－の調査結果から、近年出願件数の伸びが

著しい中国での出願状況を中心に紹介する。

特許出願動向調査－マクロ調査－は、主要な特許出願

先国（地域）である日本、米国、欧州、中国、韓国を中

心に技術分野別の特許出願動向を詳細に調査し、技術開

発や市場の観点から分析を行うことで、世界規模での技

術・市場の動向及び企業の知的財産戦略の状況を把握す

● PROFILE

1 はじめに

2 特許出願動向調査
－マクロ調査－

特許出願動向調査―マクロ調査―
中国に関する出願動向について

図 1　出願動向調査の概要

マクロ調査（特許・意匠・商標） (平成18年度より実施)

世界規模での出願動向を調査し、産業の動向および
グローバル企業の知財戦略の状況を把握する。

意匠出願動向調査
(平成14年度より実施)

意匠出願情報からデ
ザイン開発全体を俯
瞰し、企業における
意匠出願戦略、市場
環境等から、デザイ
ン開発の方向性を把
握する。

商標出願動向調査
(平成14年度より実施)

商標出願情報から、
企業等の商標の出
願状況、活用状況等
の実態を踏まえ、ブ
ランド戦略を把握す
る 。

特許出願技術動向調査
(平成11年度より実施)

特許情報から技術全
体を俯瞰し、経済情
報・産業情報を踏ま
えた技術開発の進展
状況・方向性を把握
する。

分野別出願動向調査
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るものである。

２. １　日中における出願動向に関する調査
日米欧中韓への出願における日本国籍出願人、中国

籍出願人の出願件数推移（優先権主張年 2001 年から

2008 年）を図 2 に示す。ここでは、特許情報を取得

するためのデータベースとして、DERWENT WORLD 

PATENT INDEX（作成元：トムソン・ロイター、以

下 WPI という。）を使用した。日米欧中韓への出願にお

いて、日本国籍出願人による出願件数が 2005 年まで

は横ばいで、その後減少傾向が見受けられるのに対して、

中国籍出願人からの出願件数は 2001 年から一貫して

増加傾向にあり、出願件数の伸びが著しいことがわかる。

なお、本調査における優先権主張年 2007、2008

年の出願件数については、PCT 出願が国内段階に移行

するまで最大 30 ヶ月かかるため国内段階での公報発行

が遅れること等により、出願件数が十分に反映されてい

ない可能性があり、出願件数が実際の件数より少なくな

る傾向があるので、注意が必要である。

また、図 3 に、日本国籍出願人及び中国籍出願人の

出願先国別出願件数比率（優先権主張年 2001 年から

2008 年の合計出願件数）を示す。図 3 から、日本国

籍出願人が自国へ出願する割合は 74.1% であるのに対

して、中国籍出願人が自国へ出願する割合は、93.7%

図２　出願人国籍別出願件数推移（日米欧中韓への出願）
（優先権主張年 2001 年から 2008 年）　　

図３　出願先国別出願件数比率（日米欧中韓への出願、左図：日本国籍出願人、右図：中国籍出願人）
（優先権主張年 2001 年から 2008 年の合計出願件数）　　　　　　　　　　　　　　　
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と高く、中国籍出願人からの出願はほぼ中国への国内出

願で占められており、中国籍出願人の外国への出願は少

ない状況にあることがわかる。

次 に、 技 術 分 野 別 解 析 と し て、WIPO（ 世 界 知

的 所 有 権 機 関 ） が 設 定 し た 技 術 分 野（IPC AND 

TECHNOLOGY CONCORDANCE TABLE：IPC（国

際特許分類）を基準に作成）に基づき、中国への出願件

数を技術分野別に集計した。

図 4 に中国における技術分野別出願人国籍別出願件

数（優先権主張年 2001 年から 2008 年の合計出願

件数）を示す。図 4 の技術分野別解析から中国におい

て各国籍出願人がどの分野にどれくらい出願を行ってい

るのかがわかる。

日本国籍出願人は、「音響・映像技術」分野に関する

出願が最も多く、中国籍出願人は、「医療機器」分野に

関する出願が最も多い。さらに、米国籍出願人、欧州国

籍出願人、韓国籍出願人は、それぞれ、「コンピュータ

テクノロジー」分野、「医療機器」分野、「音響・映像技術」

図４　中国における技術分野別出願人国籍別出願件数（優先権主張年 2001 年から 2008 年の合計出願件数）

土木技術 3,493 3,915 5,405 29,521 1,176 1,045

7872,54517,1515,4694,7206,192その他の消費財

7161,72213,3484,4944,1494,094家具、ゲーム

8011,77016,50710,4976,29714,415運輸

1,0761,57716,3299,9316,65910,212機械部品

7702,51320,5773,5852,9365,102熱処理機構

1,1821,55930,2139,1188,46311,507その他の特殊機械

5371,42216,8557,8615,21012,771繊維、製紙

9321,40614,8107,2906,5389,295エンジン、ポンプ、タービン

1,04897722,0917,7905,3308,923機械加工器具

1,4051,18812,9048,5785,1338,780ハンドリング機械

67985019,4053,6443,8284,290環境技術

1,3412,07228,55711,16510,2919,428化学工学

683042,7156691,252789マイクロ構造、ナノテクノロジー

56339633,1982,7202,8371,899食品化学

1,0042,23618,1207,93410,45916,153表面加工

9831,19739,3906,0065,4149,305無機材料、冶金

6381,38418,7907,9868,50710,584高分子化学、ポリマー

1,0861,53039,4769,81911,34010,343基礎材料化学

1,33981468,42111,74817,8464,131製薬

42041820,1522,5233,3831,976バイオテクノロジー

60689423,7698,5747,2525,199有機化学､農薬

2,1301,41281,20716,92026,27710,283医療機器

9111,42917,3704,7376,9848,731制御

2722477,6882,3864,0231,733生物材料分析

1,4532,46146,91312,25914,88115,065計測

7708,96422,9135,69410,14334,013光学機器

9648,72020,8715,99516,81929,531半導体

4266096,2771,0404,4083,017ビジネス方法

2,2578,26654,61912,24833,39529,318コンピューターテクノロジー

4781,6415,7633,1876,2346,599基本電子素子

1,6293,92944,4777,60417,9259,355デジタル通信

2,70710,63259,21711,83925,04424,516電気通信

1,36712,41930,4978,80714,17838,864音響・映像技術

1,97210,25448,43514,57115,82735,932電気機械、電気装置、電気エネルギー

その他韓国中国欧州米国日本出願人国籍
分野

出典：「平成22年度特許出願動向調査-マクロ調査-」の調査結果をもとに作成
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分野への出願が多い。全体的にエレクトロニクス、医療

関連の出願が積極的に行われている様子がうかがえる。

また、中国における中国籍出願人の技術分野別出願件

数の推移（優先権主張年 2001 年から 2008 年）を

図 5 に示す。

2008 年の出願では、「医療機器」分野、「電気通信」

分野、「電気機械、電気装置、電気エネルギー」分野、「製

薬」分野の順で多くの出願がなされている。また、「医

療機器」分野、「製薬」分野では、2001 年においても

他分野より多くの出願が行われており、2001 年の出

願件数と 2008 年の出願件数を比較すると約 4 倍程度

の増加となっているが、「電気通信」分野、「電気機械、

電気装置、電気エネルギー」分野で 2001 年と 2008

年との出願件数を比較すると、約 9 倍程度の増加となっ

ており、近年の出願件数の伸びが著しく大きいことがわ

かる。

図５中国における中国籍出願人の技術分野別出願件数推移（優先権主張年 2001 年から 2008 年）

4,3393,6233,0243,5491,942956土木技術 5,463 6,625

3,555その他の消費財 709 1,306 1,674 1,931 2,246 2,733 2,997

3,339家具、ゲーム 459 743 1,038 1,252 1,681 2,092 2,744

4,528運輸 636 916 1,301 1,614 1,821 2,451 3,240

4,694機械部品 480 742 1,027 1,371 1,897 2,679 3,439

4,881熱処理機構 831 1,361 1,776 2,280 2,595 3,240 3,613

7,587その他の特殊機械 1,153 1,828 2,259 3,118 3,478 4,913 5,877

4,023繊維、製紙 716 982 1,191 1,487 2,146 2,984 3,326

3,763エンジン、ポンプ、タービン 510 878 1,120 1,473 1,730 2,258 3,078

6,665機械加工器具 615 1,025 1,196 1,534 2,562 3,733 4,761

3,428ハンドリング機械 502 733 905 1,004 1,429 2,089 2,814

5,018環境技術 866 1,212 1,649 1,756 2,227 2,969 3,708

7,195化学工学 1,188 1,739 2,186 2,422 3,292 4,702 5,833

354マイクロ構造、ナノテクノロジー 949 46 108 179 270 330 479

7,550食品化学 1,943 2,456 3,095 2,930 4,068 5,100 6,056

4,570表面加工 675 950 1,270 1,443 2,065 2,817 4,330

10,221無機材料、冶金 1,650 2,373 2,940 3,359 4,741 6,122 7,984

4,607高分子化学、ポリマー 893 1,270 1,548 1,608 2,155 3,076 3,633

8,598基礎材料化学 2,164 2,952 3,566 3,392 4,754 6,415 7,635

13,204製薬 3,349 3,648 6,065 7,148 11,068 11,815 12,124

4,976バイオテクノロジー 1,261 1,358 1,739 1,791 2,360 2,929 3,738

5,752有機化学､農薬 1,518 1,663 2,008 2,160 2,904 3,661 4,103

15,526医療機器 4,378 5,177 7,829 8,404 11,911 13,231 14,751

5,068制御 403 595 900 1,163 2,030 3,208 4,003

2,035生物材料分析 284 370 641 631 1,111 1,140 1,476

12,926計測 1,236 1,933 3,024 3,932 5,971 7,740 10,151

5,046光学機器 712 1,284 2,017 2,280 2,945 4,074 4,555

4,244半導体 813 1,440 1,877 1,914 2,809 3,511 4,263

1,446ビジネス方法 185 267 299 515 845 1,317 1,403

13,204コンピューターテクノロジー 2,362 3,560 4,698 5,002 6,689 8,526 10,578

1,307基本電子素子 244 340 481 551 686 816 1,338

10,938デジタル通信 757 1,551 2,683 3,519 5,243 8,939 10,847

14,678電気通信 1,621 2,878 4,228 4,672 6,920 10,818 13,402

6,669音響・映像技術 721 1,341 2,119 3,347 4,452 5,518 6,330

13,519電気機械、電気装置、電気エネルギー 1,500 2,232 3,329 4,217 5,817 7,749 10,072

20082007200620052004200320022001優先権主張年
分野

出典：「平成22年度特許出願動向調査-マクロ調査-」の調査結果をもとに作成
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２.２　中国における上位出願人に関する調査
中国における出願動向において、特許出願件数の多い

出願人を調査し、その上位にある出願人の業種及び国（地

域）籍をまとめるとともに、上位出願人に共通する傾向

などを分析した。この調査に際しては、2008 年の公

開特許公報のデータを基に調査を行っている。ここでも

データベースとして WPI を使用した。

中国では、2008 年に公開された公開特許公報件数

（以下、公開件数という。）は、239,636 件であり、こ

のデータに基づく上位出願人を表 1 に示す。2008 年

の公開件数で最も多かったのは、中興通訊（ZTE）の

5,021 件であり、次いで、華為技術の 4,389 件となっ

ている。日本企業では、4 位にパナソニック株式会社、

6 位にソニー株式会社が入っている。出願人の業種を見

ると、エレクトロニクス関連企業が上位を占めている。

次に、表 1 において上位 10 位に入っている企業の

出願動向を見てみる。図 6 に上位出願企業の出願先国・

機関別の 2008 年の公開件数を示す。この図からは、

中興通訊（ZTE）は中国への国内出願は多いが、外国

への出願が少なく、一方、華為技術は、米国、欧州特許

庁へ約 600 件程度出願を行い、国際出願も約 1,700

件程度行っており、より積極的に海外出願を行っている

ことが見受けられる。しかしながら、WIPO が公表して

いる国際出願件数ランキング（2010 年公開：http://

www.wipo.int/pressroom /en/articles/2011/

article_0004.htm）では、中興通訊（ZTE）が急激

に国際出願を増加していることが示されていることか

ら、華為技術の方が、より早い段階で積極的に海外へ出

願を行っていたことがうかがえる。

また、サムスン電子、パナソニック、ソニー、LG 電

子は、自国への出願が最も多いが、次に米国、中国の順

で出願を行っており、中国への出願を積極的に行ってい

る状況がわかる。

さらに、中国における上位出願企業の公開件数の年

図６　上位出願企業の出願先国・機関別の公開特許公報件数（公開年 2008 年）

44

49

5,021

13

330

13

684

556

4,389

52

1,738

2,026

9,209

2,406

3,653

13,077

719

11,682

2,602

1,062

2,012

567

1,742

2,260

2,711

2,094

1,972

673

1,875

5,106

2,528

698

1,639

861

347

620

7,840

384

1,409

138

681

412

1,392

927

1,262

5,789

998

中興通訊 サムスン
電子

パナソニック
株式会社

フィリップス
エレクトロニクス

ソニー
株式会社

米国

欧州特許庁

中国

韓国

国際出願

LG電子華為技術 IBM

日本

出願企業

出願先国・機関

出典：「平成22年度特許出願動向調査-マクロ調査-」の調査結果をもとに作成

中国 (2008年)

出願公開
順位

件数 業種
企業名

(日本語表記)
企業名

(英語表記)
国(地域)

1 5,021 エレクトロニクス 国中DTL OC NOITACINUMMOC ETZ訊通興中

2 4,389 エレクトロニクス 国中DTL OC SEIGOLONHCET IEWAUH術技為華

3 3,653 エレクトロニクス サムスン電子 SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD 韓国

4 2,012 エレクトロニクス パナソニック株式会社 PANASONIC CORP 日本

5 1,972 エレクトロニクス フィリップス・エレクトロニクス PHILIPS ELECTRONICS CO LTD オランダ

6 1,639 エレクトロニクス ソニー株式会社 本日PROC YNOS

国中GNAIJEHZ VINU学大江浙関機究研975,17

国米PROC MBIMBIスクニロトクレエ904,18

－Z UIQ－他のそ・人個503,19

10 1,262 エレクトロニクス LG電 国韓CNI SCINORTCELE GL子

出典：「平成22年度特許出願動向調査-マクロ調査-」の調査結果をもとに作成

表１　中国における公開特許公報件数上位 10出願人（公開年 2008 年）

http://www.wipo.int/pressroom
http://www.wipo.int/pressroom
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次推移を図 7 に示す。中興通訊（ZTE）の公開件数

は 2006 年では 500 件程度であったが、2007 年、

2008 年と大きな伸びを示し、2008 年では、中国にお

ける公開件数で 1 位となっている。一方で、LG 電子の

公開件数は 2006 年では 4500 件程度であったが、大

幅に減少し、2008 年では 1300 件程度となっている。

２. ３　まとめ
中国への特許出願が年々増加している状況から、各国

企業が中国市場への事業展開を考慮して、積極的な特許

出願を行っていることが確認できた。一方で、中国籍出

願人による中国への国内出願の件数は大幅に増加してい

るが、海外への出願割合は日米欧企業と比較すると未だ

少ない状況である。また、中国企業の出願動向を見てみ

ると、中興通訊（ZTE）はここ 5 年間で急激に国内外

への出願を増加させていることが明らかとなった。

このように、特許情報を多角的に分析することにより、

各国（地域）での出願状況や、各国（地域）の出願企業

の出願動向を把握することができる。

特許出願動向調査－マクロ調査－について、平成 22

年度の調査結果から近年出願件数の増加が著しい中国に

着目した調査結果を中心に紹介した。これらの結果以外

図７　中国における上位出願企業の公開特許公報件数推移（公開年 2006 年から 2008 年）

図８　平成 23年度特許出願技術動向調査テーマ一覧

3 おわりに

にも、他の国・地域での出願動向に関する調査も行って

いる。冒頭でも紹介した分野別出願動向調査では、様々

な技術テーマに関して詳細な調査・分析を行っている（図

8 に平成 23 年度調査実施テーマ一覧を示す）。これら

の調査結果の概要版は、特許庁ウェブサイト（http://

www.jpo.go.jp /shiryou/gidou-houkoku.htm）に掲

載しているので、興味のある調査結果・技術テーマにつ

いては是非ご一読いただければ幸いである。

また、報告書については、国立国会図書館、知的所有

権センター、特許庁図書館で閲覧可能である。

我が国の企業や研究開発機関等が、これらの出願動向

調査を有効に活用することにより、効率的な技術開発を

進め、結果として、我が国の国際競争力強化につながれ

ば幸甚である。
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